Kokusai keihō ni okeru jōkan sekinin to sono kokunaihōka (yōshi) by ヨコハマ, カズヤ et al.
    
 主 論 文 要 旨 No.1 
    
報告番号 甲 乙 第      号 氏 名 横濱 和弥 
 



















の理念に応えられず、また、自国民を ICC に引渡すリスクを背負うことになる。 
（二）本稿の目的設定および構成 











    
 主 論 文 要 旨 No. 2 
    
 第 1章においては、上官責任概念が第二次大戦直後の戦犯裁判によって形成され、1977





   第２章 アド・ホック法廷における上官責任 
 第 2 章においては、アド・ホック法廷（ICTY・ICTR）の判例における上官責任の成
立要件を検討した。アド・ホック法廷の判例上、上官責任の成立要件は、①上官・部下
関係、②部下による犯罪を知っており又は知る理由があったこと、③犯罪を防止しおよ









 第二部においては、ICC 規程 28条における上官責任概念につき検討した。第二部は 6
章から成り、第 1 章は第二部の序論的検討であるため、第 2 章以下が本論となる。第 2
章～第 5章までは上官責任の各成立要件、第 6章では上官責任の性質等につき検討した。 
第２章・第３章 上官責任の主体要件 
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   第５章 主観的要件 








   第６章 ICCの関与形式体系における上官責任の位置づけ 
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（三）第三部「国内刑法と上官責任」 
   第１章 日本刑法と上官責任 

















   第２章 ドイツ語圏諸国における上官責任関連規定 
 第 2章では、我が国の刑法学が伝統的に参考としてきたドイツと、それと類似する法
制度を有するスイス・オーストリアにおける上官責任規定および国外犯処罰規定を検討
し、将来の我が国の上官責任の立法に際して参考となる部分を抽出することを試みた。 
この検討を通じて、①上官責任を責任主義と整合させるために、過失類型や処罰懈怠
類型を関与形式ではなく独立した犯罪として定めること、②上官が部下による犯罪を故
意に防止しない類型に関して、刑を加重する旨の規定がみられること、③文民の上官に
対する上官責任の適用を限定するための立法上又は解釈上の手立てが必要であること、
④上官が部下による犯罪の認識を欠きつつこれを防止しない類型に関して、ドイツやオ
ーストリアでは「監督義務違反」という新たなカテゴリを設けたことでその内容が不明
確となっていること、⑤処罰懈怠の類型は自己負罪拒否特権との関係で処罰範囲が狭ま
ること、⑥三国いずれも、自国民が行為者・被害者として関わっていない場合も国外犯
処罰規定を認めるための規定が設けられていることなどを確認した。 
 
